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Ⅰ　はじめに

　租税法律主義は課税要件法定主義を求めて
いるのであるから，課税要件はすべて法定さ
れていなければならない。ところが，相続税
法は課税物件である相続財産の評価を時価に
よる旨定めるのみで，時価評価の明確な評価
方法を法定していない。相続税実務では財産
評価基本通達にしたがって時価を評価するこ
とが評価方法として広く受け入れられている。
法ではなく通達による評価であるために，通
達評価をめぐる納税者と租税行政庁の紛争が
絶えない。資産評価の基準が法定されていな
ければ，資産の時価評価における予測可能性
と法的安定性を確保することができない。
　ところで，公益法人等に対する寄附には，
個人および法人が金銭だけではなく，知的財
産権を含む資産の寄附をする場合がある。寄

附を奨励するための租税優遇措置として，納
税者は，寄附金の額を，個人では所得控除を
し，また法人では損金の額に算入することが
できる。もっとも，資産の寄附をした時点に
おける評価方法が法定されておらず，租税法
実務上は取得価格や帳簿価格により評価し，
寄附金の額を計算しているのが現状である。
　寄附資産の財産的価値を客観的に評価し，
測定することができないことは，納税者の寄
附行為の阻害要因である。とりわけ，評価の
困難性の問題を抱える知的財産権の寄附をめ
ぐっては，企業から大学等の研究機関への知
的財産権の寄附行為を消極的にし，結果とし
て，研究開発の促進に対して一定の負の影響
を及ぼすことになる。寄附を奨励するという
寄附税制の立法目的を達成するためにも，資
産評価の基準を明確にすることは喫緊の課題
である。筆者の問題意識はこの点に集約され
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る。
　本稿の目的は，納税者が公益目的で資産の
寄附をした場合における資産評価の基準を詳
細に規定しているアメリカ租税法の慈善寄附
金控除制度を整理，紹介することにより，わ
が国の公益法人等に対する寄附金控除の対象
となる寄附資産の評価のあり方に示唆を得る
ことにある。
　本稿の構成は以下のとおりである。Ⅱでは，
わが国の寄附税制，具体的には個人と法人が
公益法人等に対する寄附をした場合における
課税上の取扱いを概観して，資産評価の基準
が法定されていないという問題を明らかにす
る。Ⅲでは，アメリカ租税法の慈善寄附金控
除制度の沿革をみたうえで，その仕組みを概
観する。Ⅳでは，アメリカの知的財産権の寄
附に対する慈善寄附金控除を概観したうえで，
2004年の内国歳入法典（Internal� Revenue�
Code）170条⒠⑴Bの制定による知的財産権
の評価方法の変更に伴う問題点を明らかにし，
知的財産権の評価のあり方を検討する。Ⅴで
は，アメリカの慈善寄附金控除制度の議論を
通して，わが国の租税法にいかなる示唆を得
ることができるかを整理し，今後の課題を述
べる。

Ⅱ�　問題の所在─わが国の寄附税制をめぐ
る資産評価の問題

　わが国の寄附税制，とりわけ，個人および
法人が公益法人等に対する寄附をした場合の

課税上の取扱いについて概観したうえで，問
題の所在，具体的には，知的財産権などの資
産の寄附をした場合における評価の問題を明
らかにする。
　寄附者が個人である場合には，所得税法78
条１項は，「居住者が，各年において，特定寄
附金を支出した場合において，…中略　その
者のその年分の総所得金額…中略　から控除
する。」と規定して，①国または地方公共団
体，②一定の要件を満たす公益社団法人等，
③「別表第一に掲げる法人その他特別の法律
により設立された法人のうち，教育または科
学の振興，文化の向上，社会福祉への貢献そ
の他公益の増進に著しく寄与するものとして
政令で定める」法人に対して一定の寄附金を
支出した場合には（同条２項），特定寄附金と
して総所得金額等から控除することができる
としている⑴。控除の金額は，その年中に支出
した金額から2000円を控除した金額であり，
その年中の総所得金額等の40％が限度である
（同条１項）。
　所得税法は，基礎控除（同法86条），扶養控
除や配偶者控除（同法83条以下），医療費控除
（同法73条）などの各種の所得控除を規定して
いるが，寄附金控除は，国家にとって直接ま
たは間接に好ましい支出を奨励することを目
的とする一種の租税特別措置である⑵。
　納税者は，確定申告において，寄附金控除
を受ける金額の計算の基礎となる金額その他
の事項を証する書類を申告書に添付または提

⑴　所得税法における寄附金控除については，藤谷
武史「個人による公益活動支援と税制─寄付金控
除の制度的位置づけを中心に─」租税法研究35号
27頁以下（2007年），増井良啓「所得税法からみた
日本の官と民　寄付金控除を素材として」江頭憲
治郎・増井良啓『市場と組織』33頁以下（2005

年），奥谷健「寄附税制の現状と課題─個人所得
税」税研157号34頁以下（2011年）など参照。
⑵　増田英敏『リーガルマインド租税法第５版』139
頁（成文堂，2019年）。わが国の所得控除について
は，金子宏「総則─所得税における所得控除の研
究」日税研論集52巻３頁以下（2003年）など参照。
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示しなければならない（同法120条３項１号）。
　個人が公益法人等に対して金銭以外，例え
ば，株式や不動産，知的財産権などの資産の
寄附をし，その寄附が同法33条にいう「資産
の譲渡」に該当する場合には，寄附者である
個人にみなし譲渡所得の課税がなされる。
　所得税法59条１項は，「次に掲げる事由によ
り居住者の有する…中略　譲渡所得の基因と
なる資産の移転があつた場合には，その者の
…中略　譲渡所得の金額…中略　の計算につ
いては，その事由が生じた時に，その時にお
ける価額に相当する金額により，これらの資
産の譲渡があつたものとみなす。」と規定し
て，個人が法人に対する贈与（同項１号）等
をした場合には，その時における価額に相当
する金額（時価）による資産の譲渡があった
とみなして譲渡所得の課税がなされる。
　一方で，租税特別措置法40条１項は，「国又
は地方公共団体に対し財産の贈与又は遺贈が
あつた場合には，所得税法第五十九条第一項
第一号の規定の適用については，当該財産の
贈与又は遺贈がなかつたものとみなす。」とし
たうえで，公益法人等に対する財産の贈与等
で，①当該贈与等が教育または科学の振興，
文化の向上，社会福祉への貢献その他公益の
増進に著しく寄与すること（公益の増進に寄
与する要件），②当該贈与等に係る財産が，当
該贈与等があった日から２年を経過する日ま
での期間内に，当該公益法人等の当該公益目
的事業の用に直接供され，または供される見

込みであること（事業の用に直接供される要
件）などの一定の要件を満たすものとして国
税庁長官の承認を受けたものについても，み
なし譲渡所得の規定の適用については，当該
財産の贈与等がなかったものとみなすと規定
している。公益法人等に対する資産の贈与ま
たは遺贈（寄附）については，一定の要件を
満たすことで，みなし譲渡所得が非課税とな
る⑶。
　所得税法上，個人が法人に資産の贈与等を
した場合には，みなし譲渡所得の課税がなさ
れると規定されていることから，これを非課
税とする同規定はあくまで例外的な措置であ
る。同規定の要件にしたがって適用の有無が
判断される⑷。
　被相続人の死亡により財産を取得した相続
人には相続税が課される。租税特別措置法70
条１項は，「相続又は遺贈により財産を取得し
た者が，当該取得した財産をその取得後当該
相続又は遺贈に係る…中略　申告書…中
略　の提出期限までに国若しくは地方公共団
体又は公益社団法人若しくは公益財団法人そ
の他の公益を目的とする事業を行う法人のう
ち，教育若しくは科学の振興，文化の向上，
社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく
寄与するものとして政令で定めるものに贈与
をした場合には，当該贈与により当該贈与を
した者又はその親族その他これらの者と同法
第六十四条第一項に規定する特別の関係があ
る者の相続税又は贈与税の負担が不当に減少

⑶　株式の寄附をめぐってみなし譲渡所得の非課税
規定の適用の可否が争われた事件としては，最決
平成27年４月16日税資265号順号12649（上告審），
東京高判平成26年２月12日税資264号順号12408
（控訴審），東京地判平成25年９月12日判時2210号
40頁（第一審）参照。第一審の評釈としては，安

井栄二「判批」新・判例解説Watch16号221頁以下
（2015年）など参照。公益法人等に対する寄附に関
するみなし譲渡所得の問題を論じる文献としては，
藤谷武史「公益法人制度改正後の寄附金税制の展
開と課題」税研206号48頁以下（2019年）参照。
⑷　安井・前掲注⑶224頁。
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する結果となると認められる場合を除き，当
該贈与をした財産の価額は，当該相続又は遺
贈に係る相続税の課税価格の計算の基礎に算
入しない。」と規定して，相続人等が公益法人
等に対して一定の要件を満たす資産の寄附を
した場合には，当該贈与（寄附）をした資産
の価額は，相続税の課税価格の計算から除外
するとしている⑸。
　寄附者が法人である場合には，法人が支出
した寄附金の額を損金の額に算入することが
できるか否かが問題となる⑹。
　法人税法37条にいう「寄附金」とは，寄附
金，拠出金，見舞金その他いずれの名義のい
かんを問わず，金銭その他の資産または経済
的な利益の贈与又は無償の供与であり（同条
７項），通常の意味で用いられる寄附金（公共
または公益のための拠出ないし提供）よりも
はるかに広い観念である⑺。
　法人が同条にいう「寄附金」を支出した場
合の課税上の取扱いを整理すると，同条１項
は，「内国法人が各事業年度において支出した
寄附金の額（次項の規定の適用を受ける寄附
金の額を除く。）の合計額のうち，その内国法
人の当該事業年度終了の時の資本金等の額又
は当該事業年度の所得の金額を基礎として政
令で定めるところにより計算した金額を超え
る部分の金額は，当該内国法人の各事業年度

の所得の金額の計算上，損金の額に算入しな
い。」と規定して，一定の金額（損金算入限度
額）までを，寄附金として損金の額に算入す
ることができるとしている⑻。
　同項は，事業との関連性が曖昧である寄附
金について，行政的便宜ならびに公平の維持
の観点から，その損金性を認定せずに，統一
的な損金算入限度額までを損金の額に算入す
ることを認めるものである⑼。
　一方で，同条３項は，「第一項の場合におい
て，同項に規定する寄附金の額のうちに次の
各号に掲げる寄附金の額があるときは，当該
各号に掲げる寄附金の額の合計額は，同項に
規定する寄附金の額の合計額に算入しない。」
と規定して，①国または地方公共団体，②一
定の要件を満たす公益社団法人等に対して寄
附金を支出した場合には，公益に役立つよう
な寄附を奨励することを目的として，費用の
性質にかかわらず，その全額を損金の額に算
入することができるとしている⑽。
　同条４項は，「第一項の場合において，同項
に規定する寄附金の額のうちに，公共法人，
公益法人等…中略　その他特別の法律により
設立された法人のうち，教育又は科学の振興，
文化の向上，社会福祉への貢献その他公益の
増進に著しく寄与するものとして政令で定め
るものに対する当該法人の主たる目的である

⑸　相続税法における寄附金控除については，高野
幸大「寄附税制の現状と問題点─相続税」税研157
号46頁以下（2011年）など参照。

⑹　法人税法における，とりわけ公益法人等に関す
る寄附金控除については，増井良啓「法人による
公益活動支援と税制─企業フィランソロピーをめ
ぐって─」租税法研究35号52頁以下（2007年），末
永英男「寄附金税制の現状と問題点」税研157号40
頁以下（2011年）など参照。

⑺　金子宏『租税法第23版』407頁（弘文堂，2019

年）。
⑻　企業と大学の産学連携における共同研究に係る
共同特許出願費用をめぐる寄附金の該当性につい
ては，越智沙織「産学連携における共同特許出願
費用の負担と寄附金課税問題」大阪樟蔭女子大学
研究紀要９巻135頁以下（2019年）参照。
⑼　水野忠恒「新たな非営利法人制度の課税及び寄
附金税制の検討」税研125号26頁（2006年），金子・
前掲注⑺407頁。
⑽　金子・前掲注⑺408頁。



アメリカ合衆国における慈善寄附金控除制度の検討

税法学584　109

業務に関連する寄附金…中略　の額があると
きは，当該寄附金の額の合計額…中略　は，
第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入
しない。」と規定して，いわゆる特定公益増進
法人（旧試験研究法人等）に対する寄附金で
それらの法人の主たる目的である業務に関連
する寄附金を支出した場合には，同条１項に
規定する損金算入限度額とは別枠の損金算入
限度額までを損金の額に算入することができ
るとしている⑾。
　同項３項および４項は，国や地方公共団体
のみならず，公益法人等の活動を支援するた
めの寄附金についても，損金の額に算入する
ことを認めるものである⑿。
　なお，両項に規定する寄附金については，
確定申告書等に寄附金の額および当該寄附金
の明細を記載した書類を添付するなど，一定
の手続的要件を満たす必要があり，当該金額
として記載された金額が限度である（同法９
項）。
　以上のとおり，個人および法人が公益法人
等に対する寄附をした場合には，両者とも寄
附金の額を控除または損金算入することがで
きるが，課税上の取扱いが異なることを確認
することができる⒀。
　ところで，個人および法人が公益法人等に
対する資産の寄附をした場合には，寄附の対
象である資産を評価し，寄附金の金額を計算
しなければならない。
　個人が公益法人等に対して資産を寄附した
場合には，特定寄附金の額は，資産の寄附の
時における価額（時価）により計算する。み
なし譲渡所得が非課税となる贈与または遺贈
（寄附）については，租税特別措置法40条19項
は，所得税法78条１項の規定の適用において，
同項２項に規定する「寄附金（学校の入学に

関してするものを除く。）」を，「寄附金（租税
特別措置法第四十条第一項（国等に対して財
産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税）の
規定の適用を受けるもののうち同項に規定す
る財産の贈与又は遺贈に係る…中略　譲渡所
得の金額で…中略　第三十三条第三項に規定
する譲渡所得の特別控除額を控除しないで計
算した金額又は雑所得の金額に相当する部分
及び学校の入学に関してするものを除く。）」
と読み替えると規定している。すなわち，租
税特別措置法の適用によりみなし譲渡所得が
非課税となる場合には，特定寄附金の額は，
当該資産の取得価格により計算する。
　法人の場合にも個人と同様に，寄附金の額
は，資産の寄附の時における価額（時価）に
より計算する（法人税法37条７項）。
　同項３項および４項に規定する寄附金につ
いては，一定の内容を記載した書類を添付し
なければならないが，法人税基本通達９－４
－８は，「法人が金銭以外の資産をもって寄附
金を支出した場合には，その寄附金の額は支
出の時における当該資産の価額によって計算
するのであるが，法人が金銭以外の資産をも
って支出した法第37条第３項各号《指定寄附
金等》及び第４項《特定公益増進法人に対す
る寄附金》に定める寄附金につき，その支出
した金額を帳簿価額により計算し，かつ，確
定申告書に記載した場合には，法人の計上し

⑾　金子・前掲注⑺408頁。
⑿　水野・前掲注⑼26頁。
⒀　寄附金の課税上の取扱いをめぐる個人と法人の
相違については，中里実「判批」ジュリスト983号
75頁以下（1991年）参照。公益法人等に対する寄
附金の課税上の取扱いについては，阿部雪子「公
益法人と寄附金税制」税研141号42頁以下（2008
年），藤谷武史「寄附税制の基礎理論と制度設計」
税研189号32頁以下（2016年）など参照。
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た寄附金の額が当該資産の価額より低いため
その一部につき当該確定申告書に記載がない
こととなるときであっても，これらの項の規
定を適用することができる。」として，一定の
場合には，寄附金の額を帳簿価格により計算
することができるとの課税上の取扱いを定め
ている。
　以上のとおり，個人および法人が公益法人
等に対する資産の寄附をした場合における評
価方法は必ずしも明確ではない。
　ところで，実際の寄附金の受入形態は，「現
金による寄附」に比べると「現物による寄附」
（資産の寄附）は圧倒的に少ない⒁。租税法上，
原則として時価などの客観的に判断すること
ができる適正な価格で評価することになって
おり，大規模な公益法人等では一定の基準を
定めて，評価金額を寄附金の額として領収書
に記載している。しかしながら，一般的に寄
附を受けた資産には財産的価値がないものが
多いことから，公益法人等が領収書を発行し
ない事例は少なくない。また，例えば，パソ
コンや車などの寄附を受けた場合には，減価
償却後の帳簿価格を客観的な評価金額として
資産計上し，同額を記載した領収書を発行す

る事例は多い。わが国では財産的価値がある
資産を公益法人等に対して寄附をする事例が
少ないことが，資産評価の問題が顕在化する
ことがなかった理由の一つであるかもしれな
い⒂。
　ところで，わが国の租税法実務では，財産
評価基本通達にしたがって資産を評価するこ
とが一般的であるが，通達による評価をめぐ
っては，総則６項の適用における通達の使い
分けの問題に関する紛争が頻発している⒃。ま
た，相続税法に基づく課税を前提に作成され
た財産評価基本通達は，所得税法などにおけ
る資産評価に借用されており，実務では同通
達による評価が常態化している。
　最高裁令和２年３月24日判決⒄では，宇賀克
也裁判官の補足意見に同調する宮崎裕子裁判
官の補足意見は，「所得税法に基づく譲渡所得
に対する課税と相続税法に基づく相続税，贈
与税の課税とでは，課税根拠となる法律を異
にし，それぞれの法律に定められた課税を受
けるべき主体，課税対象，課税標準の捉え方
等の課税要件も異にするという差異がある。
その点を踏まえると，所得税法適用のための
通達の作成に当たり，相続税法適用のための

⒁　内閣府「令和元年度公益法人の寄附金収入に関
する実態調査結果報告書」61頁以下（令和２年７
月）（https://www.koeki-info.go.jp/pictis_portal/
other/pdf/02_Houkoku_R1.pdf［最終確認日：
2020年９月17日］）。

⒂　公益法人等に対する資産の寄附をした場合の課
税の取扱いの現状については，茂垣志乙里税理士
にご教示いただいた。なお，本稿の記述の誤りは
筆者の理解不足によるものであり，筆者に帰属す
ることを付しておく。

⒃　財産評価基本通達の使い分けの問題については，
増田英敏『租税憲法学第３版』149頁以下（成文
堂，2006年）参照。

⒄　最判令和２年３月24日裁時1745号３頁（上告
審），東京高判平成30年７月19日税資268号順号
13172（控訴審），東京地判平成29年８月30日税資
267号順号13045（第一審）。上告審の評釈として
は，増田英敏「最判令和２年３月24日の補足意見
に学ぶ（上）・（中）・（下）」税務弘報68巻７号128
頁・８号103頁・10号140頁（2020年），林仲宣・谷
口智紀「判批」税務弘報68巻７号148頁以下（2020
年），品川芳宣「判批」税研212号90頁以下（2020
年），同「判批」ＴＫＣ税研情報29巻３号28頁以下
（2020年），渡辺充「判批」税理63巻10号170頁以下
（2020年）など参照。
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通達を借用し，しかもその借用を具体的にど
のように行うかを必ずしも個別に明記しない
という所得税基本通達59－６で採られている
通達作成手法には，通達の内容を分かりにく
いものにしているという点において問題があ
るといわざるを得ない。…中略　租税法の通
達は課税庁の公的見解の表示として広く国民
に受入れられ，納税者の指針とされているこ
とを踏まえるならば，そのような通達作成手
法については，分かりやすさという観点から
改善が望まれることはいうまでもない。」とし
て，資産評価に関する通達作成手法の問題点
に言及している。
　わが国における資産評価の問題の本質は，
客観的な評価の基準を法定することなく，財
産評価基本通達にしたがって評価しているこ
とにある。租税法の法源ではない通達による
評価は，納税者の予測可能性を大きく低下さ
せ，納税者と租税行政庁の紛争を誘発するも
のである。
　本稿の検討対象である個人および法人が公
益法人等に対して資産を寄附した場合におけ
る資産評価についても，租税法は，資産の寄
附の時における価額（時価）により評価する
としているが，一定の場合には取得価格また
は帳簿価格に基づいて評価すると消極的に規
定しているのみである。わが国では，公益法

人等に対する資産の寄附をした場合に，当該
資産の財産的価値を客観的に評価する法規定
が整備されていないことから，結果として，
納税者に対して寄附を奨励する租税優遇措置
の制度が構築されているとは言い難い状況で
ある。

Ⅲ�　アメリカ合衆国の慈善寄附金控除制度
の沿革とその概要

１　慈善寄附金控除制度の沿革

　アメリカでは，1917年に個人所得税に関す
る慈善寄附金控除制度が初めて創設された⒅。
当時，第一次世界大戦における軍事資金の調
達による租税負担の増大によって，病院，大
学，その他の慈善機関に対する資金の流れが
弱まることをおそれた立法者たちによって慈
善寄附金控除が提案され，1917年歳入法
（Revenue�Act�of�1917）により創設された⒆。
その後，1924年に遺産税，1935年に法人所得
税にも慈善寄附金控除の適用が拡大していっ
た⒇。
　慈善寄附金控除制度の提案者は，「通常，
人々は慈善や教育に対して，余剰分（surplus）
から寄附する。彼らは，彼らがしたいすべて
のことをなした後，彼らが，子供を教育し，
旅行し，彼らが本当にしたい，または彼らが

⒅　アメリカの慈善寄附金控除制度を論じる邦語の
文献としては，玉國文敏「寄付金控除の対象とな
る『寄付金』の意義と範囲（上）・（下）─米国連
邦最高裁判決を手がかりとして─」ジュリスト991
号119頁以下（1991年）・994号91頁以下（1992年），
佐々木潤子「アメリカ連邦個人所得税法における
寄付金控除」税法学546号119頁以下（2001年），小
川正雄「寄付金控除からみた所得控除」税法学547
号３頁以下（2002年），増井良啓「寄付金控除─米
国における1970年代初頭の論争を中心に─」日税

研論集52号161頁以下（2003年），藤谷武史「アメ
リカにおける寄附文化と税制」税研157号52頁以下
（2011年），石村耕治「非営利公益団体課税除外制・
公益寄附金税制の根拠の日米比較」白鴎法学20巻
２号73頁以下（2014年）など参照。
⒆　See,� Boris� I.� Bittker� &� Lawrence� Lokken,�
Federal�Taxation� of� Income,�Estates,� and�Gifts,�
３rd�ed.,�¶�35.1.1,�35-2�（1999）.
⒇　石村・前掲注⒅130頁。
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したいと考えるすべてにおいて彼らの金銭を
使った後，そのときに，もし彼らが何かを残
しているならば，彼らは，大学や赤十字，ま
たはある科学的な目的のために金銭を寄附す
るであろう。今，戦争が生じ，私たちが，所
得に対して非常に重い租税を課しているとき，
所得重課は，富める者が，すなわち慈善団体
に対する寄附の中で節税する（economize）こ
とを試みるであろう第一の場所（first�place）
となるであろう。彼らは，『慈愛は家庭から始
まる。』（“Charity�begins� at�home.”）と言う
であろう。」�と述べている。慈善寄附金控除
制度の創設当時には，戦争中の所得重課の効
果を緩和するために，個人寄附を奨励する意
味合いがあった�。
　慈善寄附金控除制度の立法目的を明示する
立法資料がほとんどないが，1938年歳入法
（Revenue�Act�of�1938）における下院歳入委
員会（House� Committee� on� Ways� and�
Means）の報告書は以下のとおり述べている�。
　すなわち，同報告書は，「慈善その他の目的
に用いられる金銭または資産を非課税にする
根拠は，次の考え方にある。すなわち，政府
は，〔寄附金控除による〕税収減を補うものと
して，寄附が行われなかったとしたら公金支
出が必要であったという意味で財政負担を免
れることができるし，一般福祉の促進による
便益をうけることになる。」�と述べている。

　アメリカの慈善寄附金控除制度の立法目的
は，所得から寄附金を控除することにより歳
入の減少を伴うが，その寄附金が慈善事業の
資金源となることで，連邦政府が公金を使っ
て同じ事業を行う必要がなくなる，すなわち，
歳出の削減を図ることができるとともに，一
般福祉の促進による便益を受けることができ
ることにある�。
　ところで，慈善寄附金控除制度の創設当時
は，寄附金控除の対象となる「慈善寄附金」
（charitable� contribution） をめぐって，
“contribution” と “gifts” の意義が問題にな
っていた�。1954年の内国歳入法典（Internal�
Revenue�Code�of�1954）において，“charitable�
contribution” という用語は，“contribution”
と “gift” との両方の概念を含むことが明示さ
れたことから，解釈・適用上の問題は立法的
に解決されている�。

２　慈善寄附金控除制度の概要とその特徴

　慈善寄附金控除について規定する内国歳入
法典170条は，同法の中で最も複雑な規定の一
つである�。
　170条⒜⑴は，「課税年度内においてなされ
た（サブセクション⒞で定義されている）慈
善寄附金（charitable�contribution）の支出額
を控除（deduction）として認められるものと
する。財務長官（Secretary）により規定され

�　55�Cong.�Rec.�6728�（1917）.
�　佐々木・前掲注⒅121頁。
�　See,� Bittker� &� Lokken,� supra� ⒆� at�¶� 35.1.1,�
35-3.

�　HR�Rep.�No.�1860,�75th�Cong.,�３d�Sess.�（1938）,�
reprinted�in�1939-1�CB�（pt.�2）�728,�742.�増井・前
掲注⒅163頁。

�　増井・前掲注⒅163頁。
�　慈善寄附金（charitable�contribution）の意義に

ついて言及した裁判例としては，See,�Channing�v.�
United�States,�4F.�Supp.�33�（1933）.�邦語の評釈と
しては，玉國・前掲注⒅91頁参照。
�　玉國・前掲注⒅91頁。
�　佐々木・前掲注⒅119頁。アメリカの慈善寄附
金控除制度を解説する邦語の文献としては，伊藤
公哉『アメリカ連邦税法　所得概念から法人・パ
ートナーシップ・信託まで第７版』302頁以下（中
央経済社，2019年）参照。
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た規則の下で証明された場合のみ，慈善寄附
金は，控除として認められるものとする。」�

と規定して，所得金額から一定の慈善寄附金
の支出額を控除することができるとしている。
　慈善寄附金の用語については，170条⒞は，
「このセクションにおいて，『慈善寄附金』と
いう用語は，（筆者注：以下の非営利組織）に
対するまたは（筆者注：以下の非営利組織）
の利用のための寄附または贈与（contribution�
or�gift�to�or�for�the�use�of）を意味する」�と
規定したうえで，５つの非営利組織の類型を
列挙している。非営利組織には，①専ら公共
の用に供する目的のため（for� exclusively�
public�purposes）になされた合衆国，州，連
邦領，コロンビア特別区等，②合衆国におい
て，または連邦法や州法等に基づいて設立さ
れた法人，信託，共同募金，財団のうち，専
ら宗教，慈善，科学，文学，教育上の目的の
ため等に組織または運営されているものであ
り，純益が私株主または個人の利益に役立つ
ことがないもの，および立法に影響を与えよ
うとしたことを理由として非課税団体として
の資格を有しないもの，のほかに３類型があ
る�。②にいう非営利組織の範囲は，501条⒞
⑶に規定する非課税団体の要件とほぼ一致す
る�。
　慈善寄附金控除の適用を受けるためには，
①寄附金（contribution），②（非営利組織）

に対するまたは（非営利組織）の利用のため
（to�or�for�the�use�of），③適格の非営利組織
（qualified�charitable�organization）（以下では
「慈善団体」という。）という３つの要件を満
たさなければならない�。
　ある寄附金が慈善寄附金控除の適用の対象
である場合にも，寄附をした全額が控除され
るわけではなく，控除限度額は，いかなる慈
善団体にいかなる資産の寄附をしたかによっ
て異なる。170条は，慈善団体のうち一定の財
団を，私的財団（private� foundations）とい
う類型を用いて区別し，いわゆる公益増進財
団（public�foundations）に比べて私的財団の
控除限度額を低く設定し，差別化を図ってい
る。さらに，私的財団の類型を，事業型私的
財団（private�operating�foundations）と助成
型 私 的 財 団（private� non-operat ing�
foundations）に区別している�。
　納税者が金銭を寄附する場合には，個人に
ついては，課税年度における調整総所得
（adjusted� gross� income）の50％を限度に慈
善寄附金を控除することができるとともに，
控除限度額を超過した場合には，翌年以降，
５年間において繰り越すことができる�。法人
については，課税所得（taxable� income）の
10％を限度に控除することができるとともに，
控除限度額を超過した場合には，翌年以降，
５年間において繰り越すことができる�。

�　I.�R.�C.�§170⒜⑴.
�　I.�R.�C.�§170⒞.
�　I.�R.�C.�§170⒞⑴,�⑵.
�　佐々木・前掲注⒅119頁。アメリカの非課税団
体を論じる文献としては，See,�Bruce�R.�Hopkins,�
The�Law�of�Tax-Exempt�Organizations,� 5th�ed.�
（1987）.�内国歳入法典501条⒞⑶に関連して，アメ
リカの宗教団体免除制度を論じる邦語の文献とし
ては，増田英敏『納税者の権利保護の法理』219頁

以下（成文堂，1997年）参照。
�　See,�Jeffrey�A.�Main�&�Xuan-Thao�N.�Ngyuen,�
Intellectual� Property� Taxation� Transaction� and�
Litigation�Issues,�421�（2003）.
�　石村・前掲注⒅144頁以下。See,�I.�R.�C.�§170
⒝⑴F.

�　See,�I.�R.�C.�§170⒝⑴A,�⒟⑴.
�　See,�I.�R.�C.�§170⒝⑵A,�⒟⑵.
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　納税者が金銭以外のもの，すなわち株式や
不動産などの資産の寄附をする場合にも，慈
善寄附金控除の適用を受けることができるが，
寄附の対象である資産の評価が問題となる。
同条は，いかなる慈善団体にいかなる資産の
寄附をしたかにより資産の評価方法を詳細に
規定している�。
　170条は，資産を，長期資本利得（long-term�
capital�gain）を生じる資産または1231条資産
（property�used�in�the�trade�or�business�（as�
defined�in�section�1231⒝）），具体的には，保
有期間が１年を超え，含み益を有する資本利
得資産（capital�gain�property）と，それ以外
の通常所得資産（ordinary�income�property）
に区別している�。
　前者である資本利得資産の寄附をした場合
には，原則として，寄附をした時点における
公正市場価格（fair�market�value）により評
価する。資本利得資産の寄附をした個人につ
いては，金銭の寄附と異なり，課税年におけ
る調整総所得の30％を限度に慈善寄附金を控
除することができるとともに，控除限度額を
超過した場合には，翌年以降，５年間におい
て繰り越すことができる�。法人については，
金銭の寄附と同様に，課税所得（taxable�
income）の10％を限度に控除することができ
るとともに，控除限度額を超過した場合には，
翌年以降，５年間において繰り越すことがで
きる�。
　ただし，一定の有形資産（tangible�personal�

property）については，資産の寄附をした時
点において公正市場価格で売却された場合に
得られたであろう利益を，当該資産の公正市
場価格から減じて評価する�。これにより計算
した金額は，通常，納税者の税務基準額
（taxpayerʼs�basis），いわゆる取得価格または
帳簿価格と一致する（以下では，この評価方
法により計算した金額を「取得価格または帳
簿価格」という。）�。なお，助成型私的財団
に対する慈善寄附金については，取得価格ま
たは帳簿価格により評価する�。
　後者である通常資産所得の寄附をした場合
には，資本利得資産の評価と異なり，取得価
格または帳簿価格により評価する�。
　ところで，1969年の税制改正法（Tax�
Reform�Act�of�1969）により，創作者による
著作権の寄附については，公正市場価格によ
り評価することに伴う即時の租税利益
（immediate�tax�benefits）の利用可能性を抑
制するために，170条⒠が追加された。同規定
は，慈善寄附金控除の金額を，著作権におけ
る公正市場価値による評価から創作者の税務
基準額（取得価格または簿価）（以前は控除さ
れていなかった自己負担費用（out-of-pocket�
expenses））による評価に減じるものである。
多くの場合には，同規定にいう「適格創作費
用」（qualified� creative� expenses）に該当す
る費用は，即時に控除することが可能であり
（ immediately� deductible ）， 資 本 化
（capitalized）する必要がないことから，著作

�　伊藤・前掲注�306頁，佐々木・前掲注⒅20頁。
�　伊藤・ 前掲注�301，308頁。“capital� gain�
property” の用語については，See,�I.�R.�C.�§170
⒝⑴Cⅳ.

�　See,�I.�R.�C.�§170⒝⑴Cⅰ,�ⅱ.
�　I.�R.�C.�§170⒝⑵A,�⒟⑵.

�　See,�I.�R.�C.�§170⒠⑴Bⅰ.
�　内国歳入法典170条⒠⑴の計算については，
佐々木・前掲注⒅121頁参照。
�　See,�I.R.C.�§170⒠⑴Bⅱ.
�　See,�I.R.C.�§170⒠⑴A.
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権の創作者の税務基準額（取得価格または簿
価）はゼロである。この改正により，著作権
の贈与者（copyright� donors）は慈善寄附金
控除による即時の金銭的利益を享受すること
ができなくなった�。
　以上のとおり，170条に規定する慈善寄附金
控除の仕組みを整理すると，①個人および法
人は，慈善団体に対する慈善寄附金を所得か
ら控除することができる（が，個人に対する
寄附を控除することができない）こと，②慈
善寄附金控除には一定の限度額が設けられて
いるが，控除限度額を超える金額については，
後の課税年度において繰り越すことができる
こと，③慈善団体「に対する」寄附だけでは
なく，慈善団体「の利用のため」の寄附も，
慈善寄附金控除の対象であること，④寄附を
受け入れる慈善団体によって，慈善寄附金控
除の限度に違いがあること，⑤金銭以外の寄
附，例えば，資産の寄附をする場合や，信託
への移転の場合，持ち分の一部分の寄附をす
る場合などに関する特則が設けられているこ
と，⑥寄附を受け入れる慈善団体が書面で受
け入れを確認するなど，慈善寄附金控除の適
用を受けるためには一定の手続的要件を満た
す必要があること，を確認することができる�。
　ところで，所得税に関する慈善寄附金控除
制度では創設当時から，所得控除方式が採用
されている。これに対して，包括的所得を基
礎とした規範的な課税ベースから逸脱してい
ると指摘する租税支出論の視点から�，慈善寄
附金控除は富裕層に偏った利益（upside�down�
effect）を与える不公平な仕組みであるとの批
判がなされてきた�。
　慈善寄附金控除は，項目別控除（itemized�
deduction）の一つである。項目別控除は，納
税者が概算控除（standard� deduction）では

なく，それを選択した場合に，特定の支出に
関連して控除を認めるものである�。
　一般に，中低所得者層は概算控除を選択し
た方が有利であることから，中低所得者層の
納税者が項目別控除を選択し，慈善寄附金控
除を利用することはほとんどない。項目別控
除を選択しない中低所得者層が寄附をした場
合には，寄附に伴う節税効果を得ることがで
きず，課税上の利益を得ることができない。
その意味では，慈善寄附金控除制度は富裕層，
すなわち高所得者層に課税上の利益を与える
ものとなっている。
　慈善寄附金控除制度を税制を通じた補助金
であると位置づける考え方は一定の支持を得
ているものの，これを「補助金」として政策
的に操作することに対する強い抵抗がある。
また，慈善寄附金控除制度を通して寄附額が
増大することのみが望ましい目標とは考えら
れておらず，むしろ同制度によってチャリテ
ィへの寄附が増大することにより，誰が（ど
の社会階層が）利益を受けるかの問題である
と捉える視点が存在する。これらの慈善寄附
金控除制度に対する懐疑論があるにもかかわ
らず，同制度の基本的な部分に対する支持は
堅固であり，当面揺るぎそうにない�。
　アメリカの寄附文化を支える慈善寄附金控
除制度は，その立法目的を達成するために，

�　See,�Xuan-Thao�Nguyen�&� Jeffrey�A.�Maine,�
Giving� Intellectual� Property,� 39� U.C.� Davis� L.�
Rev.�1721,�1749-1751�（2006）.
�　増井・前掲注⒅164頁。
�　近年のアメリカの租税支出を検討する邦語の文
献としては，佐藤良「諸外国の租税支出をめぐる
動向」70巻６号75頁以下（2020年）参照。
�　藤谷・前掲注⒅55頁。
�　増井・前掲注⒅167頁。See,�I.�R.�C.�§63.
�　藤谷・前掲注⒅55頁以下。



アメリカ合衆国における慈善寄附金控除制度の検討

116　税法学584

極めて精緻に制度設計されており，とりわけ，
慈善団体に対する資産の寄附における評価方
法を詳細に規定していると確認することがで
きる。

Ⅳ�　アメリカ合衆国における知的財産権の
慈善寄附金控除の問題の検討

１�　知的財産権の寄附に対する課税上の取扱
い

　慈善団体では，例えば，慈善の目的で関連
する方法（way）において知的財産権を使用
し（use），または慈善を理由に使用する過程
において知的財産権をライセンス（実施許諾）
または売買する（license� or� sell）ことがあ
る。納税者は，このような慈善団体に対して
知的財産権の寄附をすることもあろう。知的
財産権の寄附に関する慈善寄附金控除や，控
除の金額が的確である（eligible）か否かは，
知的財産権の形態（type）や，贈与者（donor）
の知的財産権の取得（開発または購入）
（acquired�（developed� or� purchased））方法
を含む多くの要因（factors）に依存してい
る�。
　知的財産権の寄附に対する慈善寄附金控除
については，2004年以前には，著作権の一部
については，取得価格または帳簿価格により
評価した金額を控除するが，これを除く多く
の知的財産権の寄附については，公正市場価
格により評価した金額を控除することができ
た�。
　連邦議会は，2004年に知的財産権の慈善寄
附金控除の体系（charitable� deduction�
scheme）を実質的に変更し，具体的には，
2004年米国雇用創出法（American� Jobs�
Creation�Act�of�2004）において，公正市場価

格の基準（fair�market�value�standard）を削
除とともに，贈与者が控除することができる
金額を減じた�。
　内国歳入法典170条⒠⑴Bは，「特許，（1221
条⒜⑶または1231条⒝⑴Cに規定される著作
権を除く）著作権，商標，商号，企業秘密，
ノウハウ，（197条⒠⑶Aⅰを除く）ソフトウ
ェアまたは類似の資産，またはそのような資
産の申請または登録（applications� or�
registrations�of�such�property）」�に関する慈
善寄附金については，当該資産の寄附をした
時点において公正市場価格で売却された場合
に得られたであろう利益を，当該資産の公正
市場価格から減じると規定している。
　2004年６月３日以後になされた特許権，著
作権，商標権，商号等の知的財産権の寄附を
した場合には，慈善寄附金控除の金額は，寄
附をした時点における知的財産権の税務基準
額（tax�basis）（取得価格または帳簿価格）ま
たは公正市場価格のより低い方の（lesser）金
額に制限されている。ほとんどの事例では，
寄附をした時点における知的財産権の評価額
は高いが，贈与者の税務基準額（取得価格ま
たは帳簿価格）は非常に低いことから，より
低い方の金額は，贈与者の税務基準額（取得
価格または帳簿価格）となる�。
　なぜならば，174条⒜は，「納税者は，取引

�　See,�Main�&�Ngyuen,�supra�note���at�421.
�　本章の内容は，Nguyen� &� Maine,� supra� note�
�� at� 1723-1724,� 1746-1749,� 1764-1771に多くを
負っていることを付しておく。なお，本稿の記述
の 統 一 性 を 図 る た め に， 同 論 文 中 の
“contribution”，“donation”，“giving” などの用語
を適宜，「寄附」として訳出している。
�　See,�id.�at�1764.
�　I.R.C.�§170⒠⑴B.
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1746.
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または事業に関連して（in� connection� with�
his�trade�or�business�as�expenses）課税年度
中に支払いまたは負担した（paid� or�
incurred） 試 験 研 究 費（research� or�
experimental� expenditures）を，資産勘定
（capital�account）に請求することができない
（not�chargeable）費用として取扱うことがで
きる。そのように取扱われた費用は控除とし
て認められるものとする。」�と規定しており，
納税者が試験研究費を支出した場合には，支
出した課税年度の費用として控除することが
できるからである。
　ほとんどの場合には，同規定により知的財
産権の開発費用は，支出した課税年度におい
て控除されていることから，贈与者の税務基
準額（取得価格または帳簿価格）はゼロであ
る。結果として，170条⒠⑴Bの制定は，知
的財産権の寄附に対する即時の慈善寄附金控
除（immediate�tax�deduction）を減じ，また
は無視することになった�。
　一方で，贈与者は，知的財産権に帰する
（attributable） 受贈者の所得（doneeʼs�
income）の一定割合を基礎として後年（later�
years）において追加的な（additional）慈善
寄附金控除の適用を受けることができる�。
　170条⒨⑴は，「適格知的財産権（qualified�
intellectual�property）の寄附をする納税者の
場合には，その寄附の日付以降に終了する納
税者の各課税年度にサブセクション⒜で認め
られる控除は，このサブセクションの下でそ
の年に適切に割り当てることができる
（properly� allocable）当該寄附に関する適格
受贈者所得（qualified�donee�income）の適用
可能な割合（applicable� percentage）によっ
て（サブセクション⒝の制限に従って）増額
される（increased）こととする。」�と規定し

ている。
　同規定にいう「適格受贈者所得」の用語は，
適格知的財産権に適切に割り当てることがで
きる（properly�allocable）受贈者が受け取っ
た，または受贈者に生じた純利益（net�income�
received�by�or�accrued�to�the�donee）を意味
する�。また，「適格知的財産権」の用語は，
（サブセクション⒠⑴Bⅱに規定する組織（，
すなわち助成型私的財団または一定のその他
の170条⒝⑴E私的財団）に対する，または
組織の利用のために寄附された資産を除く）
サブセクション⒠⑴Bⅲに規定する資産を意
味することから，一定の私的財団を除く私的
財団に対する知的財産権の寄附には追加的な
慈善寄附金控除が認められない�。
　同規定は，寄附資産が利用された活動から
生ずる（stemming）所得というよりもむし
ろ，寄附資産それ自体から慈善団体が受け取
った，または慈善団体に生じた適格受贈者所
得の特定割合（specified�percentage）に基づ
いて，制限された後年の課税年度において追
加的な慈善寄附金控除を認めている�。
　納税者が後年の課税年度において適用を受
ける追加的な慈善寄附金控除の金額は，資産
を割り当てることができる（allocatable）慈
善団体が受け取った，または慈善団体に生じ
た適格受贈者所得のスライド制（sliding-
scale）を用いて決定される�。その割合は，

�　I.R.C.�§174⒜.
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1746-
1747.
�　See,�id.�at�1747.
�　I.R.C.�§170⒨⑶.
�　See,�I.R.C.�§170⒨⑶.
�　See,�I.R.C.�§170⒨⑼.
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1747.
�　See,�id.�at�1747-1748.
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寄附後の12年間の課税年度において逓減し，
１年度および２年目が100％，３年目90％，４
年目80％，５年目70％，６年目60％，７年目
50％，８年目40％，９年目30％，10年目20％，
11年目および12年目が10％である�。
　なお，後年の課税年度において追加的な慈
善寄附金控除の資格を得るためには，スライ
ド制を用いて計算された金額の総額が，寄附
をした課税年度において要求した（claimed）
当初の慈善寄附金控除の金額を超えなければ
ならない�。知的財産権の法的存続期間（legal�
life）の終了（expiration）後に受贈者が受け
取った，または受贈者に生じた収入や所得に
ついては，追加的な慈善寄附金控除が認めら
れない�。
　以上のとおり，170条⒠⑴Bの制定により，
特許権，著作権などの知的財産権の寄附をし
た場合には，贈与者は，寄附をした時点にお
いて公正市場価格により評価した金額を慈善
寄附金控除として控除することができなくな
り，取得価格または帳簿価格により評価した
金額のみを控除することとなった。一方で，
一定の私的財団に対する寄附を除くと，贈与
者は，寄附をした後年の課税年度において知
的財産権から生じた所得の一定割合について
追加的な慈善寄附金控除の適用を受けること
ができる。同規定に基づく控除方式の下では，
知的財産権に高い収益力が認められ，その財
産的価値を客観的に評価することができる場
合であったとしても，寄附をした時点におけ
る評価額を慈善寄附金控除として控除するこ
とができない。

２　知的財産権の寄附をめぐる評価の問題

　内国歳入法典170条⒠⑴Bの制定以前には，
贈与者が特許権などの知的財産権を寄附した

場合には，慈善寄附金控除の金額は，寄附を
した時点における知的財産権の公正市場価格
により評価していた。同規定は，公正市場価
格による過大評価（overvaluation）により結
果として生じていた不適当な（improper）慈
善寄附金控除を制限することを意図して立法
されたものである�。
　当時の立法資料は，「（筆者注：財務）委員
会は，特許または類似の資産を所有する納税
者がそのような資産を評価するにおいて固有
の困難（inherent� difficulties）を利用してお
り，誤った評価（erroneous�valuations）を準
備または獲得していることに関心がある。こ
のような場合には，慈善団体は疑わしい価値
（questionable�value）の資産を受け取り，一
方で，納税者は重要な租税利益（significant�
tax�benefit）を受け取る。委員会は，誇張し
た評価（inflated�valuations）によって可能に
なる過度の（excessive）慈善寄附金控除は，
そのような資産の慈善寄附金の控除額が，当
該資産における納税者の税務基準額（筆者
注：取得価格または帳簿価格）を超えないよ
うにすることを確実にすることによって，最
もよく対処されると信じる。委員会は，評価
がとりわけ問題となるその他の慈善寄附金（納
税者の個人的な努力によって創造された資産
の慈善寄附金および一定の私的財団への慈善
寄附金）の形態については，税務基準額（筆
者注：取得価格または帳簿価格）控除が一般
に，現行法の下での結果であることに言及す
る。」�と述べている。

�　See,�I.R.C.�§170⒨⑺.
�　See,�I.R.C.�§170⒨⑵.
�　See,�I.R.C.�§170⒨⑹.
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1748-
1749.
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　また， 内国歳入庁（Internal� Revenue�
Service）は，「その他のすべての資産の寄附
と同様に，知的財産権の寄附における重要な
問題は，その資産が適切に（appropriately）
評価されているか否かである。とりわけ，特
許やその他の知的財産権の寄附の場合には，
私たちは，過大評価，見返り（consideration）
が代わりに受け取られているか否か，資産の
一部の利益のみが移転されているか否かにつ
いての懸念を持っている。評価の懸念に対処
するために，連邦政府の2005年度予算は，資
産における納税者の税務基準額（筆者注：取
得価格または帳簿価格）または公正市場価格
のいずれか低い方によって一定の知的財産権
の寄附に対する納税者の当初の控除（initial�
deduction）を制限するための提案を含んでい
る。提案では，納税者は，もし寄附された資
産から慈善団体によって実際に受け取られた
（筆者注：収益）があれば，その収益の金額
（amount�of�revenue）に基づいて一定の追加
金額（additional� amounts）を控除すること
を認められるであろう。」としている�。
　以上のことから確認できるように，同規定
の立法目的は，公正市場価格の基準を用いた
知的財産権の評価の困難性と不確実性を排除
することにある。ここで問題は，公正市場価
格の基準では，評価の困難性と不確実性を排
除することができないか否かである。
　財務省規則（Treasury� regulations）にお
いて，連邦政府は，「公正市場価格とは，資産
が自発的な買い手と自発的な売り手の間で持
ち主が変わり，購入または売却に対するあら
ゆる強制がなく，そして両者が関連する事実
について合理的な知識を有している価格であ
る。」（The�fair�market�value�is�the�price�at�
which� the� property� would� change� hands�

between�a�willing�buyer�and�a�willing�seller,�
neither�being�under�any�compulsion�to�buy�
or� se l l� and� both� hav ing� reasonab le�
knowledge�of�relevant� facts.）と定義してい
る�。
　一方で，連邦政府は，知的財産権の公正市
場価格を決定するための基準や方法
（standard�or�approach）を完全に明確化また
は 形 式 化 す る（ fully� art iculated� or�
formalized）ことは一度もなかった。その結
果として，知的財産権の価値が増大し，その
寄附の実務が増えていくとともに，贈与者と
連邦政府の間の知的財産権の評価をめぐる紛
争が顕在化してきた�。
　寄附をした時点ではなく，後年の課税年度
において知的財産権から生じた所得を基準と
して財産的価値を評価し，慈善寄附金控除の
金額とすることには一定の合理性がある。例
えば，わが国においても，特許権等の職務発
明については，特許法35条４条は，「従業者等
は，契約，勤務規則その他の定めにより職務
発明について使用者等に特許を受ける権利を
取得させ，使用者等に特許権を承継させ，若
しくは使用者等のため専用実施権を設定した
とき，又は契約，勤務規則その他の定めによ
り職務発明について使用者等のため仮専用実
施権を設定した場合において，第三十四条の
二第二項の規定により専用実施権が設定され
たものとみなされたときは，相当の金銭その
他の経済上の利益…中略　を受ける権利を有
する。」と規定して，従業者が使用者等に特許

�　S.�Rep.�No.�108-192,�at�219�（2003）.
�　IRS�News�Release,� IR-2004-81,� Jane� 22,� 2004,�
at�14-15.
�　Trea.�Reg.�§1.170A-1⒞⑵.
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1749.
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権等を承継させた場合には，「相当の対価」を
受ける権利を有するとしている。実務では，
従業員が使用者に対して特許権等の譲渡をし
た時点では，使用者は対価を支払わず，後年
において特許権等による収益に応じて，一定
割合をロイヤリティ（実施料）として支払う
ことが一般的である�。
　もっとも，本稿の検討対象である知的財産
権の寄附に対する慈善寄附金控除についても，
寄附をした後年の課税年度において知的財産
権から生じた所得により財産的価値を評価す
ること（すなわち，寄附をした時点において
公正市場価格により評価しないこと）は，贈
与者，とりわけ企業の寄附行為に影響を与え
るものである。
　例えば，極めて巨大な特許権のポートフォ
リオ（portfolio）を所有する企業（firm）が
あると仮定すると，多くの競争相手と同様に，
企業は，現在と将来において市場の独占
（monopolistic�present�and�future）のために
必要であるよりも多くの特許権を所有してい
るが，一方で，使用していない特許権の維持
費用を支払うために予算の一部分を充てるこ
とを望んでいないであろう。このような状況
において，企業がネガティブな世間の注目を
浴びるようなときには，企業イメージを向上
させるために，企業は，教育や研究機関に対
していくらかの特許権の寄附をし，さらにこ
れらの機関の基礎的基金（basic�fundamental）
や， 純 粋 に 科 学 的 調 査（scientif ic�
investigation）に助成（further）したいと考
えるかもしれない。一方で，企業はまた，こ
のような寄附行為を通して課税上のインセン
ティヴ（tax�incentives）を享受したいと考え
るかもしれないが，現行の控除方式の下では，
企業は，寄附をした時点において知的財産権

の寄附に対する慈善寄附金控除を享受するこ
とができず，将来，知的財産権から所得が生
じた場合に，当該課税年度において慈善寄附
金控除の権利を与えられるにすぎない�。
　前述したとおり，確かに，租税法上，知的
財産権の評価の困難性と不確実性を理由に，
知的財産権の寄附をした時点における慈善寄
附金控除を認めないことには一定の合理性が
ある。しかしながら，企業側から見た場合に
は，寄附をした時点における控除を認めない
ことに対して以下のような反応がなされるで
あろう。
　すなわち，企業に知的財産権の寄附をする
即時の金銭的インセンティヴ（immediate�
financial� incentives）がなく，投機的な将来
の租税利益（speculative�future�tax�benefits）
のみがある場合に，企業はなぜ，特許上の独
占権（monopoly）を進んで手放し（freely�
relinquish），そのような特許が発する積極的
なシグナル（positive� signals）を無視する
（forego）であろうか。企業が将来において，
なんらかの金銭的な租税利益を得ようという
望み（hope）を持っている場合に，法はな
ぜ，知的財産権の所有者に潜在的受贈者
（potential� donees） が商業主導の機関
（commercially-driven�institutions）であると
明らかにすることを負担させているのか
（burden）。知的財産権の寄附はなぜ，地方大
学に対する不動産（real� estate），救世軍
（Salvation� Army） に対する古い家具
（furniture）の寄附と極めて異なる取扱いが

�　職務発明の譲渡をめぐる譲渡後に支払われた金
員の所得区分の問題については，拙稿「判批」島
大法学56巻４号161頁以下（2013年）など参照。
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1723-
1724.
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なされるのか。企業は今，一定の特許権を使
用しないと決定しているかもしれないが，特
許権に費やした研究開発費用は莫大であるが
故に，即時の経済的インセンティヴなしには，
寄附をしようということにはならない（absent�
immediate�economic�incentives,�no�donations�
will�be�made.）�。
　以上のように，寄附をした時点における公
正市場価格により知的財産権を評価する方式
から，取得価格または帳簿価格により評価す
る方式への変更は，企業の知的財産権の寄附
行為に大きな影響を及ぼすものである。連邦
政府は，170条⒠⑴Bの制定により，知的財
産権の寄附に対する慈善寄附金控除の金額の
計算における不確実性を排除することに成功
するが，その不確実性は企業に転嫁されてい
るにすぎない。問題の本質は，慈善寄附控除
の金額が不確実であることから，企業が知的
財産権を積極的に手放すインセンティヴが減
じられることにより，企業の寄附行為が見送
られること，すなわち，知的財産権取引の流
動性が損なわれることにある。租税法が私的
経済取引を侵害する一例であるということが
できる。
　贈与者による知的財産権の評価の濫用
（abuses）をめぐる懸念は，確実かつ直接の
経済的インセンティヴ（certain� and�
immediate�economic�incentives）を提供する
（公正市場価格による評価に基づく）控除制度
から，不確実な将来の金銭的インセンティヴ
（uncertain�future�financial�incentives）のみ
を提供する（後年における所得を用いた評価
に基づく）控除制度への複雑なパラダイムシ
フト（complete�paradigm�shift）を正当化す
るのに相当なものではない。社会的利益を最
大化する（maximum�social�good）ために知

的財産権の普及に関する予見可能な損失
（foreseeable� loss� of� dissemination� of�
intellectual�property）を予防するには，連邦
政府は，1969年の著作権の寄附に対する慈善
寄附金控除の規定と，2004年のその他の知的
財産権の寄附に対する慈善寄附金控除の規定
を廃止するとともに，すべての知的財産権の
寄附に対して公正市場価格による評価に基づ
く控除制度を採用することが重要である�。
　公正市場価格による評価手法では，潜在的
な評価をめぐる紛争を最小化するとともに，
知的財産権の寄附を妨げることがないように，
厳格な制定法上と行政上の予防手段を置くこ
と（imposition� of� strict� statutory� and�
administrative� safeguards）が必然的に要求
される。最も重要なことは，連邦政府が，慈
善寄附金控除の目的のために知的財産権の異
なる形態ごとの公正市場価格を決定する標準
的な手法（standard�approach）を形式化し，
明確化することにある（formalize� and�
articulate）�。
　芸術的作品（artistic�works）の寄附につい
ては，連邦政府は，公正で客観的な評価を得
るための制度を創設しており，内国歳入庁は，
芸術諮問委員会（Art�Advisory�Panel）を設
置して，所得課税の目的のための芸術的作品
の鑑定評価（art�appraisals）を容認すること
ができるか（acceptability）を審査し，評価
している�。

�　See,�id�at�1724.
�　See,�id.�at�1764-1765.
�　See,�id.�at�1765.
�　See,� id.� at� 1765.� 芸術諮問委員会については，
See,�Anne-Marie�Rhodes,�Big�Picture,�Fine�Print:�
The�Intersection�of�Art�and�Tax,�26�Colum.�J.�L.�
&�Arts�179,�197-198�（2003）.
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　それだけではなく，適切な評価を補強し
（enforce），詐欺または共謀行為（fraudulent�
or�collusive�behavior）を防止するために，連
邦政府は，慈善受贈者（charitable� donees）
の 側 に 説 明 責 任 の 強 化（ increased�
accountability）を要求する必要がある。歴史
的に，連邦政府は，個人と小規模法人の贈与
者に説明責任を課してきた。2004年以前には，
個人または小規模法人の贈与者が5000ドルを
超える慈善寄附金控除を請求する場合には，
贈与者は寄附資産に対する「適正鑑定評価」
（qualified�appraisal）を取得し，（寄附日にお
ける資産の公正市場価格を記載する）控除が
最初に請求された申告書に十分に完全である
「 鑑 定 評 価 の 概 要 」（fully� completed�
“appraisal�summary”）を取得し添付するとと
もに，財務省規則に規定する記録（records）
を維持しなければならない�。
　内国歳入庁が，納税者が慈善寄附金控除に
対する権利を濫用したとの状況を特定した場
合には，納税者と査定者（appraiser）は罰則
を科される可能性があるが，一方で，慈善団
体は罰則を免れる可能性がある。慈善受贈者
は鑑定評価の概要に署名し，日付を記入しな
ければならないのは事実であるが，そのよう
な行為は， 寄附資産の受領を認める
（acknowleges）だけであり，慈善団体が贈与
者によって慈善寄附金控除として請求された
金額に同意することを表示する（indicate）も
のではない�。
　贈与者と慈善受贈者の両者に正確な
（accurate） 評 価 を す る 責 任 が あ る
（responsible）ことを確実にする立法による
対応が必要である。連邦政府は，慈善団体
（charitable�organizations）に対する課税除外
の地位（tax�exempt�status）を規定するが，

評価の濫用事例では，与えたもの，すなわち，
慈善寄附金控除を奪う（take� away）ことが
できる�。
　以上のとおり，知的財産権の寄附をした時
点における公正市場価格による評価に基づい
た慈善寄附金控除の適用を認めないとする170
条⒠⑴Bは，贈与者にとって使い勝手の悪い
ものである。連邦政府は，芸術的作品の寄附
に関する公正市場価格により適正に評価する
ための基準を策定してきたが，その他の知的
財産権に関する基準を策定していなかった。
取得価格または帳簿価格による評価は，知的
財産権の寄附行為の阻害要因であることから，
まずは，公正市場価格による評価が検討され
るべきである。

３　知的財産権の財産的価値と評価のあり方

　知的財産権の公正市場価格とは何を意味す
るのであろうか。
　慈善寄附金控除の目的のための公正市場価
値の基準は，市場が当事者価格（armʼs-length�
transaction）を決定する（dictates）何かに
基づいている。私的市場における知的財産権
の売買またはライセンス（実施許諾）ではな
く，現物による知的財産権の慈善の贈与（in-
kind� philanthropic� giving）を奨励するため
に，公正市場価格の基準は，評価プレミアム
（割増金）（valuation�premiums）を活用する
（utilize）ことができる。評価プレミアムは，
知的財産権が経済や社会の発展と成長に極め
て重要であること，具体的には，慈善団体に
対して知的財産権の寄附をすることは，将来

�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1766.
�　See,�id.�at�1766.
�　See,�id.�at�1766-1767.



アメリカ合衆国における慈善寄附金控除制度の検討

税法学584　123

の研究，調査（investigation），教育，出版の
目的のために著しく価値があること，そして，
慈善活動（philanthropy）を通して時期尚早
に（prematurely）知的財産権を放棄するこ
とは，有形資産の贈与よりも深みのある
（profound）ものであることを認めて，贈与
者に追加的な経済的インセンティヴを提供す
る�。
　アメリカ合衆国憲法８節８は，「限られた期
間，著作権および発明者に各々の著作および
発見についての独占的権利を保障することに
より，科学および有用な技芸の発展を促進す
ること。」�と規定して，知的財産権の保護を
連邦議会の権限の一つであるとしている。
　すぐに破壊されまたは損害を受ける有形資
産と異なり，特許と著作権は，議会によって
決定した一定の存続期間と範囲（certain�
duration�of�time�and�scope）において合衆国
憲法上で認められた制限された独占的な権利
（limited� monopolistic� rights） の集合
（confluence）である�。
　特許権と著作権は，発明に関する物質的な
具体化の複写（copies� of� the� physical�
embodiments� of� invention），手順の再現
（replications�of�methods）または原作者によ
る創造的作品の複製（reproductions� of�
creative�works�of�authorship）のもとになる
土台（foundations）である。贈与者が特許権
と著作権を手放すことは，合衆国憲法上で認
め ら れ た 独 占 的 な 権 利 を 放 棄 す る

（relinquishes）ことを意味する。それ故に，
贈与者は，知的財産権の寄附に対して公正市
場価格と等しい（equal）控除とともに，追加
の評価プレミアム（added�premium）を受け
取ってもよいであろう�。
　さらに，潜在的贈与者が，贈与者にとって
商業上の使用または価値がほとんどない（of�
little�commercial�use�or�value）知的財産権の
寄附をすることを検討しているときには，寄
附をする時点における，そのような知的財産
権の公正市場価格はおそらく大きくない
（most� likely� modest）。もっとも，知的財産
権に定量化することができない知識価値
（unquantifiable�knowledge�value）がある場
合には，そのような知的財産権は，潜在的受
贈者（慈善団体）と研究者にとって重要であ
るかもしれない。知識価値と同等である評価
プレミアムは，これらの資産が企業に発する
積極的なシグナルを失うにもかかわらず，贈
与者が知的財産権の独占的な法的権利
（monopolistic� legal� rights）を放棄すること
を奨励するのを強化するのに役立つ可能性が
ある�。
　連邦政府は，知的財産権の形態と慈善受取
者（charitable� recipient）の形態によって，
異なる評価プレミアムの適用を選択すること
ができる。例えば，連邦政府は，著作権とは
対照的に特許権の贈与に対してより高いプレ
ミアムを適用し，創作者（creators）とは対
照的に収集家または投資者（collectors� or�

�　See,�id.�at�1767-1768.
�　U.S.�Constitution�art.�1,�§8,�cl.�8.�阿部照哉・畑
博之編『世界の憲法第４版』８頁（有信堂，2009
年）。

�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1768.�
特許権と著作権などの知的財産権の意義について

は，See,�Mark�A.�Lemley,�Property,�Intellectual�
Property�and�Free�Riding,�83�Tex.�L.�Rev.�1031,�
1031-1032�（2005）.
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1768.
�　See,�id.�at�1768-1769.
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investors）が所有する美術品の贈与に対して
より高いプレミアムを追加することが可能で
ある。また，私的財団（private�foundations）
とは対照的に，いわゆる公的慈善団体（public�
charities）に対する贈与に対してより高いプ
レミアムを適用することも可能である。連邦
政府は，適切な（appropriate）プレミアムを
具体化する（incorporates）公正市場価値の
基準を用いることにより，社会的贈与（social�
giving） にインセンティヴを与えること
（incentivize）ができる。同時に，2004年以前
には設けられていた，特許権に公正市場価格
による評価を認めるが，著作権の一部にこれ
を認めないといった区別（distinctions）を維
持することができる�。
　ところで，贈与者は，知的財産権の財産的
価値についての詳細な知識（intimate�
knowledge）を持っている当事者（party）で
ある。取得価格または帳簿方式による評価に
基づく控除方式の下では，贈与者は，知的財
産権の価値に基づく将来の控除（future�
deduction）に関連づけられるリスクとモニタ
リングコスト（risks� and�monitoring� costs）
を負う。一方で，公正市場価値による評価に
基づく控除方式の下では，贈与者は，一定の
現在の控除（certain� current� deduction）に
関連づけられる鑑定評価の費用と過大評価リ
スク（appraisal� costs� and� overvaluation�
risks）を負う。とりわけ，後者の方式は，商
業主導ではない受贈者（noncommercially-
driven�donees）の基礎的で，純粋に科学的研
究を支援する贈与者に，必要な経済的インセ
ンティヴを生み出すであろう�。
　以上のとおり，知的財産権の寄附について
は，公正市場価格による評価に基づいて慈善
寄附金控除の金額を計算することは，知的財

産権の流動性を確保する視点から極めて有益
な選択肢である。知的財産権に対する慈善寄
附金控除をいかに位置づけるか，すなわち，
知的財産権の評価において，公平な課税を実
現するという租税法の目的を重視すべきか，
あるいは新たな発明などを促進するという社
会的利益を重視すべきか，が真正面から問わ
れている。もっとも，後者を優先する場合に
は，知的財産権の寄附をする納税者に対して，
一定の課税上のインセンティヴを与えること
の必要性と合理性が検討されなければならな
い。
　アメリカの慈善寄附金控除規定の立法目的
は，寄附金が慈善事業の資金源となることで，
連邦政府が公金を使って同じ事業を行う必要
がなくなるとともに，一般福祉の促進による
便益を受けることができること，具体的には，
連邦政府が望ましいと考える一定の非営利組
織に対する寄附を奨励することにある。知的
財産権を寄附する納税者に対して，課税上の
インセンティヴを与えること自体は，慈善寄
附金控除制度の立法趣旨に反するものではな
い。

Ⅴ�　結論─知的財産権の評価をめぐる今後
の課題

　本稿の目的は，納税者が公益目的で資産の
寄附をした場合における資産評価の基準を詳
細に規定しているアメリカ租税法の慈善寄附
金控除制度を整理，紹介することにより，わ
が国の公益法人等に対する寄附金控除の対象
となる寄附資産の評価のあり方に示唆を得る

�　See,�id.�at�1769.
�　See,�id.�at�1771.�知的財産権の慈善寄附金控除の
選択制度については，See,�id.�at�1769-1771.
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ことにあった。
　アメリカとわが国の公益目的の寄附金の課
税上の取扱いでは，両国ともに所得控除方式
が採用されている点は共通するが，その具体
的な控除の内容は大きく異なる。また，寄附
を奨励することを目的とする寄附金控除制度
は，両国における寄附文化の違いや租税政策
により影響を受けるものであり，アメリカ租
税法の慈善寄附金控除をめぐる議論を直接，
わが国の租税法の議論に持ち込むことはでき
ない。
　しかし，両国の制度背景の相違を踏まえつ
つも，アメリカ租税法の慈善寄附金控除制度
の議論から，わが国の公益法人等に資産の寄
附をした場合における資産評価の問題に以下
のとおり有益な示唆を得ることができた。
　第１は，アメリカの慈善寄附金控除につい
ては，内国歳入法典170条は，個人および法人
が慈善団体に対して金銭以外の資産の寄附を
した場合において，いかなる慈善団体にいか
なる資産の寄附をしたかにより，資産評価の
基準を詳細に規定している。わが国の租税法
は，寄附をした時における価額（時価）によ
り資産を評価し，寄附金の額とすることがで
きるとしているが，法が明確な評価基準を整
備していないことから，租税法実務では取得
価格や帳簿価格により評価しているのが現状
であり，この評価の現状に対して長年にわた
り批判が繰り返されてきた。資産評価の基準
が法定されていないという税法の不備の問題
を改めて指摘することができる。
　第２は，アメリカにおける知的財産権の寄
附をした場合における評価方法については，
知的財産権の評価の困難性と不確実性に対応
するため，2004年の170条⒠⑴Bの制定によ
り，公正市場価格による評価から取得価格ま

たは簿価による評価への変更がなされている。
一方で，寄附をした後年の課税年度において
知的財産権から生ずる所得の一定割合につい
て追加の慈善寄附金控除を認めている。同規
定の制定は，知的財産権の評価の困難性に対
して立法的に対応したものであり，わが国の
寄附金控除における知的財産権の評価方法を
策定するうえで大いに参考となるであろう。
　第３は，知的財産権の客観的な交換価値で
ある公正市場価格により評価するためには，
詳細な評価の基準を法定するとともに，納税
者に一定の手続的要件を課すことが必要であ
る。とりわけ，知的財産権の寄附における公
正市場価格は，時価評価に評価プレミアムを
追加して計算すべきである。寄附により所有
する知的財産権を手放す企業には，一定の課
税上のインセンティヴが付与されるべきであ
ろう。寄附を通して知的財産権の流動化を図
ることは，新たな知的財産権の創造という社
会的要請に応えるものである。
　本論の検討からは，以上の３点の示唆を得
ることができた。
　租税は，政府が貨幣を強制的に調達するも
のであるが，贈与（寄附）は，あくまでも国
民の自由意志によるものである�。国民の自由
意志を刺激する，すなわち，寄附を奨励する
税制が必要不可欠である。本稿の検討対象で
ある知的財産権の寄附を奨励する最善の方法
は，租税法が単にモラルや社会的インセンテ
ィヴに頼るのではなく，強力な経済的インセ
ンティヴを規定することである�。
　わが国では公益法人等に対する資産の寄附

�　神野直彦「わが国における寄附文化と税制」税
研157号29頁（2011年）。
�　See,�Nguyen�&�Maine,�supra�note���at�1771.
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自体が少ないことから，知的財産権の寄附を
めぐる租税法上の問題が顕在化してこなかっ
た。もっとも，例えば，迅速な産学連携の共
同研究において，知的財産権を所有する企業
から，これに関連する研究を進める大学等の
研究機関への寄附に対して，税制からの支援，
具体的には，寄附を奨励するために損金算入
（寄附金控除）を拡充することは，わが国にお
ける今後の検討課題である。この場合には，
資産のうち知的財産権のみを優遇して取扱う

ことの垂直的公平からの批判に耐えうる必要
性と合理性が存在するか�，そして，納税者の
予測可能性に意を払ったものであるか，とい
う視点からの法整備が進められるべきである。
　以上のことを指摘し，本稿の結びに代えた
い。

�　水平的公平の考え方については，増田・前掲注
⑵20頁以下参照。




